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１ 計画導入に至る背景 

（１）県人口の動向 

    本県の人口は７１９万４，５５６人（平成２２年国勢調査）で、今後もしばらくは

緩やかに増加するものと予測されている。しかし、今後数年のうちに減少に転じ、平

成４２年頃には約７０３万人まで減少する見通しとなっている。 

   ア  年齢３区分別人口の推移 

（ア）年少人口（０～１４歳） 

 平成２年から平成２２年までの２０年間で約２５万人減少している。今後も緩 

やかに減少を続け、平成３２年頃には約８８万人、平成４２年頃には約７８万人 

と、１０年ごとに約１０％ずつ減少する見込みである。  

（イ）生産年齢人口（１５～６４歳） 

  平成１２年をピークに、平成２２年までの１０年間で約２６万人減少している。 

今後数年のうちに団塊世代が６５歳以上となることから、平成２７年までの５年 

間でさらに約２２万人減少する見込みで、平成４２年頃には約４１６万人と２０ 

年間で約５９万人が減少するものと予測されている。 

（ウ）老年人口（６５歳以上） 

 平成２年の約５３万人から平成２２年には約１４６万人と２０年間で３倍近 

く増加している。平成３２年頃には約１９８万人と平成２２年からの１０年間で 

５０万人以上増加する見込みで、その後増加幅は小さくなるものの、平成４２年 

頃には約２０９万人まで増加する見込みである。 
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（出典：埼玉県５か年計画(平成 24~28 年度) 将来人口推計より） 
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    イ 年齢３区分別人口構成比 

  （ア）年少人口（０～１４歳） 

     平成２年には総人口の２割近くを占めていた年少人口の割合は、平成１７年ま 

でに老年人口の割合と逆転し、平成２２年には約１３％と２０年間で５ポイント 

以上低下している。平成４２年頃には総人口の約１割まで低下する見込みである。 

  （イ）生産年齢人口（１５～６４歳） 

     生産年齢人口の割合は平成７年頃を境に低下し、平成２２年には約６６％とピ 

ーク時から約７ポイント低下している。平成３７年頃には６０％を下回るものと

予測されている。 

  （ウ）老年人口（６５歳以上） 

     平成７年には約１０％であった老年人口の割合は、平成２２年には２０％を超 

え、約５人に１人の割合まで急激に上昇している。今後、平成２７年頃には約 

２５％と約４人に１人、平成４２年頃には約３０％と約３人に１人の割合となる 

見込みである。 

 

 

          （出典：埼玉県５か年計画(平成 24~28 年度) 将来人口推計より） 
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（２）財政状況  

   今後、社会保障関係経費や公債費などの義務的経費を中心とした歳出の増加が見込

まれている。                               

 

              （出典：財政課ＨＰデータ より） 

（３）職員数（職員定数）の推移 

直近１０年間では、知事部局等一般職員は２０％近く減少している。 

なお、教育委員会、公安委員会、病院局については、それぞれ行政ニーズ等に対応 

するため微増している。 

 

 

 

 

単位：億円 

※１：選挙管理委員会、人事委員会、労働委員会、収用委員会、監査委員を含む。 

※２：小中学校職員は除く。 

※Ｈ１５～Ｈ２５年度は、当初予算（一般会計）の歳出額 

※Ｈ２６～Ｈ２８年度は、中期財政収支試算の歳出額 
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（４）普通建設事業費・維持修繕費の推移 

県の社会資本整備や既存施設の維持管理・更新のための支出額（維持修繕費＋普通 

建設事業費）は、ここ８か年（Ｈ１６～２３年度)で約３５０億円減少し、歳出総額に

占める割合も約２．８ポイント減少している。ここ５か年(Ｈ１９～２３年度)でも約

１２９億円減少し、歳出総額に占める割合も約１．４ポイント減少している。 

 

           普通建設事業費・維持修繕費（普通会計）の推移（直近８年間） 

（単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

（出典：総務省 HPデータ より） 

 

 

  

  H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 H22 年度 H23 年度 

(a)歳出額 15,431 15,041 15,580 15,345 15,821 16,618 16,478 16,206 

(b) 普通建

設事業費 

1,923 1,760 1,839 1,695 1,597 1,820 1,585 1,560 

(c) 維 持 修

繕費 

125 120 128 128 131 147 132 135 

(d)＝ 

(b)＋(c) 

2,048 1,880 1,967 1,824 1,727 1,966 1,717 1,695 

(d)／ (a)比

率 
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※普通建設事業費：公共又は公用施設の新増設等に要する経費。内訳は単独事業費、補助事業費、国直轄事業負担金。 

※維持修繕費：公共用施設等の維持に要する経費。 



5 

 

２ 県有施設の現状と課題 

（１）県有施設の現状 

   県有施設の多くは、昭和４０年代後半から５０年代に集中して建設されたものであ 

り、現在ではかなり老朽化が進んでいる。平成２５年３月３１日現在、県有施設の棟 

数は９，１４８棟で、延べ床面積の合計は約６０４万㎡（地方公営企業の用に供され 

ている施設及び道路、橋梁等のインフラ施設を除く。）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：公の施設など県民の方々が利用できる建物 

※２：県職員が執務等で使用する建物 

県 有 施 設（H25.3.31） 

（９，１４８棟・約６０４万㎡） 

公共施設等※１ 

（約 ９０万㎡） 

庁舎等※２ 

（約 ３６万㎡） 

県営住宅 

（約１７４万㎡） 

知事部局 

警察公舎 

（約 １４万㎡） 

警察施設 

（約 ２５万㎡） 

警察本部 

 

教育施設等 

（約 １６万㎡） 

学 校 

（約２４９万㎡） 

教育局 

対 象 施 設 

４施設  

延べ床面積 

約 122,000㎡ 

工業用水 2 浄水場(管路約 191km) 

水道用水 5 浄水場(管路約 764km) 

                ほか 

下水処理場  9箇所(総面積約 184ha) 

ポンプ場  22箇所(総面積約 7.6ha) 

管渠    438km 

企業局 下水道局 病院局 

 

 

インフラ施設 

橋梁  2,505 橋梁 道路 332 路線 約 2,974km 

トンネル 47 箇所 約 17km 河川 151 河川 約 1,411km 

ダム 3 箇所 

排水機場 45 箇所  砂防ダム 628 箇所 

森林管理道(橋梁) 93 橋梁 

17km 

森林管理道 56 路線 約 373km 

調整池 22 箇所 

17km ほか 
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ア 対象施設 

    知事部局、教育局、警察本部の施設９，１４８棟を本計画の対象とする。 

※公有財産管理システム(H25.3.31 時点)に入力されているデータを採用している。 

 

 

 

 

 

 

   イ 建築棟数の推移（年別建築棟数と累積建築棟数）  

 

                                   （単位：棟） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 知事部局 教育局 警察本部 合計 

棟数（棟） 3,147 4,353 1,648 9,148 

割合（％） 34.4 47.6 18.0 100 

延床面積（㎡） 3,000,088 2,650,492 388,123 6,038,703 

割合（％） 49.7 43.9 6.4 100 
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ウ 建築棟数の推移（用途別）  

 

（単位：棟） 

 

 

  棟数（棟） 割合 延べ床面積（㎡） 割合 

庁舎等 807 8.8% 364,812  6.0% 

公共施設等 1,193 13.1% 898,457 14.9% 

学校（高校、特別支援） 4,095 44.8% 2,492,685  41.3% 

教育施設（博物館、図書

館、げんきプラザ等）等 
258 2.8% 157,807  2.6% 

県営住宅 1,147 12.5% 1,736,819  28.7% 

警察施設 1,010 11.0% 251,446  4.2% 

警察公舎 638 7.0% 136,677  2.3% 

      合計 9,148 100.0% 6,038,703  100.0% 

 

 

 

 

旧耐震基準(S56 年以前) 新耐震基準(S57 年以降) 
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エ 建築棟数の用途別割合 

   

 

   

 

オ 建築棟数の部局別割合 

 

 

 

学   校 ４４．８％ 

公共施設等 １３．１％ 

県 営 住 宅 １２．５％ 

教 育 局 ４７．６％ 

知事部局 ３４．４％ 

警察本部 １８．０％ 
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カ 建築の延べ床面積の推移（年別面積と累積面積） 

 

                                 （単位：㎡） 

 

キ 建築の延べ床面積用途別割合   

 

（単位：㎡） 
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ク 累積延べ床面積の築年数割合 

 

 

ケ 累積延べ床面積の用途別割合  

 

 

  

築３０年以上の 

延べ床面積の合計 

↓ 

全体の４８．７％ 

学   校 ４１．３％ 

県 営 住 宅 ２８．８％ 

公共施設等 １４．９％ 
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コ 累積延べ床面積の部局別割合 

                                 

 

（２）県有施設の有効活用に向けたこれまでの取組（平成１６年以降） 

ア 組織の統廃合等 

行政需要の変化や施設の劣化等により、施設の統廃合等を実施してきている。 

＜実績＞統廃合数：２４所（保健所など）、１３校（県立学校） 

削減延べ床面積：１４０千㎡（地域機関集約化など） 

    

イ 施設の長寿命化の推進 

平成１９年３月に策定した「埼玉県建築物耐震改修促進計画」に基づき県有建築 

物の耐震補強等を実施してきている。 

＜実績＞耐震性能を有する建築物の割合 ９８．６％（H25.12 時点） 

    

ウ 未利用資産の売却 

未利用地の処分に当たっては、まず庁内で活用できないか確認し、次に地元市町 

村への意向を確認することとし公共活用を原則として優先している。県及び市町村 

で希望がない場合に民間への売却を行うこととしている。 

＜実績＞売却件数：９６件、売却面積：１８７千㎡、 

売却金額：１４７億２千万円 

 

知事部局 ４９．７％ 

教 育 局 ４３．９％ 

警察本部  ６．４％ 
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（３）県有施設の課題 

築３０年以上経過の建物（昭和５７年以前に建築）は全体の４５％以上である。 

また、大規模な修繕を必要とする築２０年以上３０年未満の建物についても全体の 

１／３近くある。 

よって、これら施設の修繕費等を含む維持管理費は、財政面で今後大きな負担とな 

り、県有施設のすべてを現状のまま保有し続けることが困難となる。 

今後は、計画的修繕による施設の長寿命化を図るとともに維持管理費の削減を図る 

ほか、施設の集約化等の検討を行い、県有施設の効率的活用を図る必要がある。 

 

ア 築年数（１０年毎）の棟数 

（単位：棟） 

 

イ 築年数別の割合（H２５、H３０、H３５） 

    ７７．４％が築２０年以上、４５．３％が３０年以上（H25.3.31 現在）となって

いる。 

    建て替え等がなくこのまま推移すると、H３０年(5 年後)には６３．５％が築３０

年以上、H３５年(10 年後)には７７％以上の建物が築３０年以上となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

築３０年以上が 

１０年間で 

３２％増 
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３ 今後３０年間の費用推計 

（１）費用推計の設定 

   次の周期（建て替え）により、費用推計を行った。 

   なお、工事・修繕に係る平成２５年度当初予算額は、約２９５億円となっている。 

 

 

※１～※３：設定根拠はＰ２７参照 

 

（２）パターンＡ～Ｃの比較１ 

＜パターンＡ＞        

 （単位：億円） 

 

 パターンＡ※１ パターンＢ※２ パターンＣ※３ 

 

延べ床面積 

１，０００㎡以上 

建物の減価償却による 

法的耐用年数 

・庁舎、事務所（５０年） 

・校舎、寄宿舎（４７年） 

・倉庫、車庫 （３８年） 

 

長寿命化① 

（６５年） 

 

 

長寿命化② 

（８０年） 

 

延べ床面積 

１，０００㎡未満 

建物の減価償却による法的耐用年数 

・庁舎、事務所（５０年） 

・校舎、寄宿舎（４７年） 

・倉庫、車庫 （３８年） 

学校 警察施設 
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＜パターンＢ＞   

（単位：億円） 

 

＜パターンＣ＞ 

 （単位：億円） 
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（３）パターンＡ～Ｃの比較２ 

○３パターンの年別推計費用                 （単位：億円） 

 

（４）パターンＡ～Ｃの比較３ 

   ○今後３０年間の総額 

（単位：億円） 

※１年当たり 

の平均額    ７１９億         ５８６億         ５５４億 
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○今後３０年間の総額（パターン別内訳） 

 

（単位：億円） 

   

○用途別内訳 

（単位：億円） 

 

全体 

21,575 

17,567 
16,619 

17,567  

21,575 

17,567 
16,619 

公共施設 

等 

3,053 

2,453 
2,356 
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教育施設 

（博物館） 

（図書館ほか） 

（単位：億円） 

庁舎等 

1,501 1,412 

 
1,332 

 

520 

424 

9,038 

学校 

（高校） 

（特別支援） 

9,038 

7,697 
7,577 

県営住宅 

5,849 

4,191 

3,594 

庁舎等 
1,365 1,319 

1,239 
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警察公舎 

1,090 

警察施設 905 865 

524 

453 
440 

教育施設 

（博物館） 

（図書館ほか） 

520 

459 455 

（単位：億円） 

教育施設等 

（博物館） 

（図書館ほか） 

656 

552 549 
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   ○用途別比較（パターンＢとＣ） 

 

単位：億円 

県営住宅 

（単位：億円） 

県営住宅 
4,191 

3,594 

公共施設

等 

庁舎等 

県営住宅 
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単位：億円 

学校 

（高校） 

（特別支援） 

教育施設 

(博物館) 

(図書館ほか) 

警察施設 

教育施設等 

（博物館） 

（図書館ほか） 



21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警察公舎 

単位：億円 
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（５）費用の平準化の必要性 

   今後３０年間の費用推計（６５年建て替え）は総額１兆７，５６８億円となり、年 

平均では約５８６億円となる。また、一時的に膨大な財政負担が生じる年がでてくる 

（最大で約９００億円）。 

したがって、工事時期の見直しを行うなど、財政負担や工事発注件数等の費用の平 

準化について検討する必要がある。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：億円 

費用推計平均

約 586 億円 
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４ 今後の取組 

（１）＜第１段階＞ 

   県有施設の利用状況や劣化状況等の調査を実施し施設ごとの評価を行う。 

   

また、膨大な県有施設を効率的に維持管理し有効に利活用するためのファシリティ 

マネジメント基本方針（仮称）を定め、県有施設の長寿命化の推進や維持管理費の削 

減、施設の集約化等の検討を行う。 

  

（２）＜第２段階＞ 

ファシリティマネジメント基本方針（仮称）を踏まえ、今後も必要な施設について 

は、長寿命化を推進していく。また、存在意義が低下した施設については、集約化等 

を進めていく。 

 

（３）＜第３段階＞ 

・ 計画的修繕による施設の長寿命化を図り維持管理コストを削減する。 

・ 施設の集約化等で未利用となった財産については、その利活用・処分を進める。

なお、未利用財産の活用に当たっては、公的な活用を最優先とする。 

・ 市町村や関連団体と連携して研修会や研究会を実施し、職員のスキルアップやノ

ウハウ伝授等を図っていく。 

 

 

これらの取組を計画的に進め、県有施設の戦略的活用を実施することにより、長期的

視点に立った県民の安心・安全を確保することを目指していく。 

 

□今後の取組（フロー図） 

 

 

※建物の解体費用については、本県から総務省へ提案・要望を行った結果、地方債の充 

当が認められる予定であり、今後、その活用についても検討していくこととする。 
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５ 資料 

（１）棟数、延べ床面積表（築年別） 

  棟数 延べ床面積     棟数 延べ床面積 

昭和 31 年以前 20 50,394.02    昭和 60 年 337 212,818.81  

昭和 32 年 4 9,227.14    昭和 61 年 373 153,057.69  

昭和 33 年 14 5,624.32    昭和 62 年 287 113,050.52  

昭和 34 年 11 17,561.04    昭和 63 年 281 153,546.88  

昭和 35 年 18 6,871.92    平成 1 年 343 124,108.71  

昭和 36 年 15 17,882.63    平成 2 年 248 93,170.94  

昭和 37 年 37 26,018.56    平成 3 年 235 99,865.63  

昭和 38 年 45 68,569.30    平成 4 年 233 114,353.91  

昭和 39 年 63 44,821.45    平成 5 年 217 128,497.84  

昭和 40 年 77 80,033.18    平成 6 年 224 125,229.27  

昭和 41 年 78 66,249.17    平成 7 年 268 102,361.63  

昭和 42 年 159 90,638.06    平成 8 年 161 91,429.86  

昭和 43 年 108 54,135.57    平成 9 年 171 121,713.39  

昭和 44 年 177 121,443.15    平成 10 年 292 94,429.47  

昭和 45 年 136 75,764.55    平成 11 年 164 154,170.48  

昭和 46 年 215 148,819.05    平成 12 年 177 227,301.25  

昭和 47 年 174 157,621.03    平成 13 年 74 126,431.52  

昭和 48 年 197 170,286.76    平成 14 年 68 37,687.65  

昭和 49 年 119 104,883.68    平成 15 年 50 149,749.22  

昭和 50 年 210 172,726.68    平成 16 年 36 35,143.52  

昭和 51 年 140 107,224.73    平成 17 年 44 29,806.14  

昭和 52 年 245 218,056.12    平成 18 年 58 13,787.35  

昭和 53 年 263 155,831.52    平成 19 年 27 27,028.61  

昭和 54 年 338 211,164.42    平成 20 年 54 38,117.55  

昭和 55 年 454 262,235.83    平成 21 年 37 15,801.60  

昭和 56 年 426 262,982.35    平成 22 年 29 30,583.30  

昭和 57 年 401 237,004.62    平成 23 年 67 27,834.03  

昭和 58 年 387 232,209.25    平成 24 年 29 20,266.92  

昭和 59 年 337 201,079.12     合計 9,148 6,038,702.91  
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（２）費用推計前提条件 

   採用データをもとに、将来の修繕費用推計を３パターン設定し算出した。施設の維 

持保全は、施設用途に応じ、部位別に適切な修繕及び建て替えの周期を設定し、それ 

ぞれの周期に修繕・大規模修繕を繰り返し、耐用年数を迎えた施設は建て替えを実施 

する。 

例えば、修繕周期１５年、大規模修繕３０年、建て替え周期６５年と設定した場合、 

築後１５年、４５年、６０年に修繕、築後３０年に大規模修繕を実施し、築後６５年 

に建て替えを迎えることになる。また、修繕周期１５年、大規模修繕３０年、建て替 

え周期８０年と設定した場合、築後１５年、４５年、７５年に修繕、築後３０年、 

６０年に大規模修繕を実施し、築後８０年に建て替えを迎えることになる。 

 

  「竣工」                          「建て替え」 

         「修繕」    「大規模修繕」     「修繕」 

 外部 

              「修繕」        「大規模修繕」 

 内部 

           「修繕」    「大規模修繕」     「修繕」 

 設備 

            修繕・大規模修繕・建て替えのイメージ  

 

   施設に目標耐用年数を設定し、その生涯に要する修繕費用を推計した。費用推計は、 

施設の目標耐用年数と、それに合わせ外装・内装・設備など各部位ごとに修繕・大規 

模修繕の周期を設定したもので、次の条件により行った。 

ア 工事費の推計方法 

   各建物の施設用途、延べ床面積、階数から、各部位・設備の数量を推計し、推計数  

  量を算出した。そのうえで、各部位・設備の単価を乗じることで工事費を算出した。 

消費税は８％として計算した。 

イ 費用推計に用いた工事単価 

   工事単価は、一般財団法人建物物価調査会の建設単価を根拠とし、全国的な標準単 

価を用いる。各部位・設備ごとに修繕及び大規模修繕単価を設定した。 

ウ 工事履歴の反映 

   過去の工事履歴は把握可能な場合にその工事データとして反映した。直近で実施さ 

れた工事実施年度に基づき、次回の修繕・大規模修繕年度を設定した。工事履歴が分 

からないものは、当該建物において、建築年から修繕・大規模修繕周期の年数に実施 

したものと仮定して計算した。 
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【周期設定】 
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（３）建替え周期（目標耐用年数）の設定根拠 

  ア パターンＡ及びＢ、Ｃ（延べ床面積 1,000 ㎡未満） 

経済的耐用年数を採用した。これは、建物における減価償却資産としての法的耐 

用年数で、財務省令で定められているものである。 

    庁舎、事務所等の用途は５０年、校舎、体育館等の用途は４７年、他の用途は 

３８年とした。 

             経済的観点からみた耐用年数 

区 分 耐用年数 

構 造 庁舎、事務所、

会館 

校舎、寄宿舎、

講堂、体育館 

工場、倉庫、 

作業場 

小屋、物置、 

車庫 

鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

５０ 年 ４７ 年 ３８ 年 ３８ 年 

鉄骨造 ３８ 年 ３４ 年 ３１ 年 ３１ 年 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ造 

石造、れんが造 

土造 

 

４１ 年 

 

３８ 年 

 

３４ 年 

 

３４ 年 

木造 ２４ 年 ２２ 年 １５ 年 １５ 年 

プレハブ造 ７ 年 ７ 年 ７ 年 ７ 年 

（出典：減価償却資産の耐用年数等に関する省令『昭和 40 年 3 月 31 日財務省令第 15 号／

平成 24 年改正』 より） 

 

  イ パターンＢ 

    埼玉県県有施設長寿命化指針による目標耐用年数の下限値を採用した。これは、 

   「平成１７年版 建築物のライフサイクルコスト」（監修：国土交通省大臣官房官庁 

営繕部、編集・発行：財団法人建築保全センター、発行：財団法人経済調査会）で 

採用されているものである。 

 

ウ パターンＣ 

    物理的耐用年数を採用した。 

（ア）鉄筋コンクリート造建築物の目標耐用年数 80 年の設定根拠は、「建築物の耐久 

計画に関する考え方（日本建築学会）」が提案する算定式や物理的耐用年数の考え 

方に基づいた下記の算定式により算出しました。 

    『算定式』（日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」より） 

     Ｙ＝ＹＳ×Ａ×Ｂ×Ｃ×Ｄ×Ｅ×Ｆ×Ｇ×Ｈ 

     Ｙ：目標耐久年数 ＹＳ：標準耐用年数（６５年） 

Ａ：コンクリート種類 普通ｺﾝｸﾘｰﾄ=1.0  軽量ｺﾝｸﾘｰﾄ=0.95 
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Ｂ：セメント種類 ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ=1.0  高炉ｾﾒﾝﾄ A=0.85  高炉ｾﾒﾝﾄ B=0.8 

Ｃ：水セメント比 65％=1.0 60％=1.2  55％=1.5  

Ｄ：被り厚さ 20mm=0.25 30mm=0.56 40mm=1.0 50mm=1.56 

Ｅ：外壁仕上げ材 無=0.5 複層塗材=1.0 ﾓﾙﾀﾙ 15mm 以上=1.5 

  ※ただし、15mm 以上の増打ちしているものは打ち放しでも、モルタル 15mm 

以上塗ったものと同等と扱う。 

Ｆ：コンクリートの施工状況 普通の施工=1.0  入念な施工=1.5 

Ｇ：建築物維持保全の程度 劣化後も補修しない=0.5 

劣化部分を補修する=1.0 

Ｈ：地域 一般=1.0  凍結融解を受ける地域=0.9  海岸=0.8 

 

   「パターンＣの場合」 

     Ｙ＝65×1.0×1.0×1.0×0.56×1.5×1.5×1.0×1.0=81.9≒80 

     Ａ：普通ｺﾝｸﾘｰﾄ(1.0)   Ｂ：ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ(1.0) 

Ｃ：65％(1.0)   Ｄ：30mm(0.56) 

Ｅ：通常複層塗材の仕上げであるが標準仕様では増打ち 20mm(1.5) 

         Ｆ：入念に施工されている(1.5)  

     Ｇ：劣化部分を補修する(1.0)    Ｈ：一般(1.0) 

 

（イ）鉄骨造建築物の目標耐用年数 80 年については、下表の建築物全体の望ましい目標耐 

用年数の級（日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」より）から設定した。 

 

        建築物全体の望ましい目標耐用年数の級 

 鉄 骨 造 

重量鉄骨 軽量鉄骨 

高品質の場合 普通の品質の場合 

学校、庁舎 Yo １００以上 Yo ６０以上 Yo ４０以上 

事務所、病院、住宅 Yo １００以上 Yo ６０以上 Yo ４０以上 

 

目標耐用年数の級の区分例 

重要鉄骨において、Yo１００以上と Yo６０以上の範囲にある８０年を採用した。 

 代表値 範 囲 下限値 

Yo １００ １００年 ８０～１２０年 ８０年 

Yo  ６０ ６０年 ５０～ ８０年 ５０年 

Yo  ４０ ４０年 ３０～ ５０年 ３０年 


